
４ 都市緑化推進事業 

■緑地の保全・創出 

○ 平成 21年度から28年度の８年間で1,754件の事業に助成を行い、その成果として約82

ｈａの都市の緑を保全・創出しました。 

＜H21～28年度の実績＞ 

○ 美しい並木道再生については、８年間で

67ｋｍの区間で、街の顔となる道路の街

路樹等を再生しました。 

身近な緑づくり事業による 

樹林地保全（扶桑町）

緑の街並み推進事業による 
民有地緑化（名古屋市）

県民参加緑づくり事業 
（大府市）

美しい並木道の再生 

（知多市）

67km 

並木道再生 

29ha 21ha 31ha 82ha ＝ 

年平均で 
約 10haの 
緑地を創出

○ 都市の緑は減少傾向にある中で、本事業により８年間で約82ha

の都市の緑を保全・創出 

○ ８年間で約16万人の県民が植樹体験や樹木講座など、緑に親し

む活動に参加

身近な緑 緑の街並み 県民参加 

＋ ＋ 
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【身近な緑づくり事業により創出した緑】 

【緑の街並み推進事業により助成した民有地の緑】 

【美しい並木道再生事業】                    【県民参加緑づくり事業】 

軌道緑化（豊橋市）

緑地の創出（幸田町） 公共施設の屋上緑化（愛西市）

空地緑化（名古屋市）

駐車場緑化（豊田市） 壁面緑化（長久手市） 

屋上緑化（北名古屋市） 

緑地の創出（半田市）

並木道再生（知立市）並木道再生（一宮市） NPOによる森づくり 
（モリコロパーク）
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○ 都市の緑は、都市の環境改善や、防災など様々な機能を発揮します。 

本県では、平成４年から16年までの12年間において、年平均で27.6ha※１の都市の緑が

減少しました。 

 これに対して、平成 21 年度から実施した「森と緑づくり都市緑化推進事業」では、貴重な

樹林の保全や民有地緑化の助成などにより、年平均で約１０ｈａの都市の緑を保全・創出しま

した。 

都市緑化推進事業は市街化区域に限った事業ではないので単純に比較はできませんが、参考

に比較すると、都市の緑の減少速度を約３６％※２遅らせることができた計算となります。 

なお、最新の調査結果においても、都市の緑は引き続き減少傾向にあります。 

  （平成16年から28年までの12年間において、年平均で○haの減少） 

※１ 市街化区域内の緑被面積   ▲331ha÷12年＝▲27.6ha 

※２ 市街化区域を対象とした場合 10ha÷27.6ha＝36％ 

都市計画区域の場合は、同様に1.3% 

「緑被率」について 

○ 一定の広がりの地域で、樹林・草地、農地、園地などの緑で覆われる土地の面積割合で自然

度を表す指標の一つです。上空から地表面を見下ろしたとき、緑（植物など）に覆われている

部分のことです。 

○ 本県では、県全域における「緑の現状」を把握するため、ランドサットなどの衛星画像を分

類・解析し、樹林地等、竹林、果樹園、草地等、水田、畑等、水面、裸地の８種類を調査して

います。 

○ ゆとりと潤いある都市として望ましいとされる緑地の整備水準は、市街地の概ね30%以上と

されています（「緑の政策大綱」平成6年）が、本県の現状は市街化区域の緑被率が20％程度

に留まっています。 

愛知県の緑被率の変遷（％） 

区域       時点 平成４年 平成１６年 平成２８年 

都市計画区域 58.1 55.3 （速報値） 

市街化区域 20.8 20.1 （速報値） 
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68%

24%

1%
7%

イベントに参加することで森や緑への関心が高まったか

関心が高くなった 前と変わらない 関心が低くなった わからない

32%

53%

3% 2%
10%

今後、森と緑に関する活動に参加したいと思うか

ぜひ参加したい できれば参加したい あまり参加したくない

参加したくない わからない

■県民参加の緑づくり 

○ 県民参加緑づくり事業では、延べ16万 2千人の県民が、植栽体験や樹木講座などの緑に親

しむ活動に参加しました。 

○ 事業に参加した県民にアンケートを行った結果、68％の方が「森や緑の関心が高まった」と

回答し、今後の活動参加についても85%の方が「参加したい」と回答しており、普及啓発の効

果がありました。 

県内産花卉を使用した 
市民による駅前花壇づくり 

（蒲郡市）

※H22～H28 年度調査

※H22～H28 年度調査

植樹祭（名古屋市） 市民による校庭緑化 
（春日井市）
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○ 平成27年の第32回全国都市緑化あいちフェアでは、市町村のサテライト会場を含め300万人

を超える方々にご来場いただきました。「森と緑づくり都市緑化推進事業」では、サテライト会場に

おける県民参加事業に助成し、花と緑の普及啓発に取り組みました。 

○ また、当フェアの意義や成果を継承するため、平成 28 年度からは、駅前など街の顔となるよう

な箇所において県内産花きを活用した県民参加のモデル事業により、花と緑の普及啓発に取り組ん

でいます。  

サテライト会場（犬山市）

サテライト会場（安城市） サテライト会場（豊橋市）

県内産花きを使用した駅前花壇（一宮市） 県内産花きを使用した駅前花壇（豊橋市）

37



コラム 

都市緑化に関する県民の皆様へのアンケート結果 

～ １０年前と比較して ～ 

平成２９年度第１回県政世論調査 

   （調査期間：平成２９年７月１１日～平成２９年７月３０日まで

平成１９年度第１回県政モニターアンケート 

   （調査期間：平成１９年５月３１日～平成１９年６月１０日まで

県民の皆さんが、今よりも緑に

関わりを持つためには、愛知県

として必要な取組は？

現在残っている緑を守ってい

くために、愛知県にどのような

取組を望みますか

お住まいの周辺の緑

の状況について、どの

ように感じています

か。 

10年前と比べて、あなたのお

住まいの周辺の緑は増えまし

たか、減りましたか。

お住まいの周辺でさら

に緑を増やすとしたら

どこが良いと思います

か

平成２９年と平成１９年で、同じ順位 
①都市緑化フェアや緑化講演会などのイベントの開催 
②県民への苗木の配布 
③ガーデニングなどの緑化相談や研修の充実 

平成２９年と平成１９年で、同じ順位 
①自然の緑を守るための環境教育を行う 
②法律や条令により開発を制限する 

Ｈ１９   Ｈ２９ 
①街路樹など道路  ①公園 
②公園   ②街路樹など道路 
③学校などの公共施設 ③学校などの公共施設 

その場所は、 
Ｈ１９  Ｈ２９ 

①家の庭や生け垣 ①公園 
②公園の緑  ②家の庭や生け垣 
③水田や畑  ③街路樹など道路 という結果でした。

緑が多い 

どちらかといえば多い

どちらかといえば少ない 

緑が少ない

緑が全くない

無回答 
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13,002

52,485
67,376

80,138

124,563

60,870 65,300 59,397

523,131

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

延べ参加人数 累計

60

33

6
1

大変深まった

少し深まった

あまり深まらなかった

無回答
92

7
1

参加したい

参加したくない

無回答

５ 環境活動・学習推進事業 

■活動等への参加人数 

○ 平成 21年度から8年間で、交付対象となった事業への参加人数は延べ52万３千人となっ

ています。 

○ 平成 23 年度以降は毎年延べ 6 万人程度が参加しており（大規模イベントを除く）、森と緑

づくりにつながる環境活動・学習推進のための事業として期待されていることがうかがわれま

す。 

■参加者へのアンケート調査結果 

○ 参加者へのアンケート調査（平成 21 年度から 28 年度）では、9 割以上が森や緑の重要性

に対する理解が「大変深まった」「少し深まった」と回答し、また 9 割以上が今後も同様の取

組に「参加したい」と回答したことから、県民の森と緑づくり活動に対する理解や参加に本事

業が寄与していると考えられます。 

（年度） 

図 4-14 交付対象となった活動等への参加人数 

（人） 

○ 交付対象となった事業の活動等へ、延べ52万3千人が参加 

○ 参加者へのアンケート調査では、9割以上が森や緑の重要性に対

する理解が「深まった」と回答 

○ 生態系ネットワーク形成の取組が、県内各地域で展開 

問：取組に参加することにより森や緑の重要性

に対する理解が深まったか。 

問：今後も同様の取組に参加したいと思うか。 

【単位：％】 

件数＝75,545 

【単位：％】 

件数＝75,545 

累

計 

注）生態系ネットワーク形成事業は除く。 

  平成 24年度は特定の 1団体の参加人数が 3万 4千人を、25年度は 2団体の参加人数が 6万 6千人を占める。 
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■環境活動等の発展と活動団体の交流 

○ 安全管理、企画、広報等をテーマとした講座を平成 26 年度から開催しています。参加者へ

のアンケート調査では、97％が「講座の内容を自身の活動に活用できる」と回答しており、NPO

等による環境活動・学習の発展やレベルアップに寄与しています。 

○ 活動発表・交流会は、交付金を活用した活動の発表や事業実施団体同士の相互理解を深める

機会となっています。 

 平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 

テーマ等 事業説明、安全、広報、活

動発表・交流会 

インタープリテーション、

企画広報、安全管理、活動

発表・交流会 

コミュニケーション、安

全、企画、広報、活動発表・

交流会 

参加人数 249 名 280 名 213 名 

■生態系ネットワーク形成の展開 

○ あいち生物多様性戦略 2020 に基づき、県内 9 地域で設立された生態系ネットワーク協議

会により、大学、ＮＰＯ、企業、行政等、多様な人々が共通の目標の下に連携して行うビオト

ープの創出等が県内各地域で28箇所展開されています。 

企業緑地内に整備した水辺ビオトープ     地域在来種の森づくり

知多半島臨海部の企業等が連携し、水辺の         西三河生態系ネットワーク協議会では、里 

創出等に取り組んでいます。新たに創られた 山林で採ったタネから企業や学校などで

水辺には、タヌキ・キツネやカエル・トンボ 苗木を育て、緑化に活用することで地域に

など、様々な生きものがやって来ています。 広がる在来種の森づくりを進めています。 

広報に関する講座の様子 活動発表・交流会 
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43 46
53

58 58 58
52 53 54 56

0

20

40

60

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29年5月

６ 森林整備技術者養成事業 

■受講者等へのアンケート調査結果（平成 29 年度実施） 

問：受講生の習得した技術が実際の現場で役立っていますか。 

図 4-15 研修受講者等へのアンケート調査結果（平成 29 年度実施） 

■森林整備事業体 

○ ９年間の研修受講者227名の内、202名（※）が本事業に一度は従事をしています。 

（※）退社した者、現在他の業務に従事している者を含む。 

○ また、本県が発注する森林整備工事の入札参加資格を有する事業体は、事業開始前の 43 社

から、平成29年７月現在では56社にまで増加していますが、この内、半数以上である29社

が、従業員に本研修を受講させています。 

○ これらのことから、本研修が、あいち森と緑づくり事業はもとより、県内の森林整備を担う

技術者の育成に貢献したと考えられます。 

78%

17%

6%

役だっている

以前と変わらない

役だっていない82%

11%

3% 4%

役だっている

以前と変わらない

役だっていない

無回答

○ アンケート調査の結果、研修受講者及び受講者が勤務する会社の

8割が、研修で習得した技術が「現場で役立っている」と回答 

（研修受講者） （研修受講者が勤務する会社）

図 4-16 入札参加資格者数（森林整備工事） 

（年度） 
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研修受講者による実際の作業の様子（里山林整備） 

研修受講者による実際の作業の様子（人工林整備【公道沿い】） 
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導入した

い

66%

導入したく

ない

7%

わからな

い

20%

その他

7%
導入した

い

35%

導入した

くない

10%

わからな

い

40%

その他

15%

７ 木の香る学校づくり推進事業 

■学校関係者へのアンケート調査結果（平成 28 年度実施） 

○ 平成 28 年度に実施したアンケート調査によると、県産木材の机・椅子等を導入した市町村

の約8割、導入校の約６割が「導入効果を感じている」と回答しています。 

問：県産木材の机・椅子の導入効果を感じますか。 

（教育委員会）               （導入校） 

図 4-17 県産木材を使用した机・椅子の導入効果

○ 今後、県産木材製品を「導入したい」と回答した学校の割合は、県産木材の机・椅子の導入

校では66％、未導入校では35％と、導入校が未導入校の約２倍となっており、導入による効

果がうかがわれます。 

問：県産木材の机・椅子を導入したいですか。 

（導入校）                         （未導入校） 

図 4-18 県産木材を使用した机・椅子の導入希望 

○ アンケート調査の結果、市町村教育委員会及び導入校の大半が、

「導入の効果を感じる」と回答 

○ 県産木材の机・椅子を「導入したい」と回答する割合は、導入校

が未導入校の２倍程度高い結果 

感じる

83%

感じら

れない

11%

その他

6%

【机・椅子等を導入した学校関係者の声】 

・あたたかい学習環境づくり、森林整備や森林保全の意義、自然災害の防止、木材利用方法などへ

の興味関心を高め、環境教育に役立てている。 

・児童・生徒が机・椅子等を丁寧に扱うなど、物を大切にする気持ちが生まれている。 

・明るい材質のため、生徒が傷つけたり汚したりすることが少なくなった。 

・地域への愛着へつながっていると感じる。 

感じる

63%

感じら

れない

22%

その他

15%
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【導入された県産木材製机・椅子等の利用状況】 

○ 県内 29市町村の公立小中学校で、様々な県産木材製品の導入が進んでいます。 

新城市（机・椅子） 

豊根村（教壇） 豊橋市（遊具） 

東海市（下駄箱） 

豊田市（机・椅子） 

名古屋市（机・椅子） 

津島市（教卓） 刈谷市（ロッカー） 
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0 50 100 150

市役所（町村役場）

公民館

図書館

体育館（運動施設）

多目的ホール

福祉施設

バス停

29年度

28年度

27年度

26年度

82%

18%

0%

好評

反応なし

不評

８ 愛知県産木材利活用推進事業 

■間伐材の搬出量 

○ この事業は、平成26年度から開始した事業です。この事業により搬出された間伐材の量は、

事業開始前の平成25年度に比べ、３割以上増加しています。 

図 4-19 間伐材搬出量の推移 

■ベンチ導入施設へのアンケート調査結果（平成 29 年度実施） 

○ 平成 29 年度に実施したアンケート調査によると、県産木材のベンチを導入した施設管理者

の約8割が、「利用者から好評」と回答しています。 

問：施設利用者の反応はいかがでしたか。 

図 4-20 ベンチ導入施設の利用者の反応 

■ベンチ導入施設 

○ 導入施設の内訳を見ると、福祉施設で特に導入が進んでいます。 

○ 一般に、木材には温かみやリラックス効果があると言われており、このように実際に利用さ

れることによって、木の良さの理解者が拡がっていると期待されます。 

○ 間伐材の搬出量は、本事業の開始前と比べ３割以上増加 

○ 県産木材を使用した木製ベンチは、導入施設の８割が導入効果を

実感 

8,677 

14,423 
11,707 12,434 

0

5,000

10,000

15,000

H25 H26 H27 H28

基
準
年

（１ｔ＝1ｍ３で換算） この事業は、市町村が間伐材搬出

の取組に対して助成を行う場合に、

その経費の一部を支援するもので、

基準年（平成25年度）より増加し

た間伐材搬出量が支援の対象です。 

【施設管理者の声】 

・利用者から、ベンチから出る香りのおかげで

リラックスして本を読むことができて、とて

も良いとの声を聞いた。【図書館】 

・木のぬくもりを感じることができると好評で

あった。【保育園】 

・他の素材と比べ、自然な感じが好評だった。 

【公民館】 

図 4-21 導入施設の内訳 

（年度） 

（件） 
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【県産木材ベンチの導入状況】 

○ 県内の幅広い地域の公共施設で導入されています。 

尾張旭市 図書館 

田原市 文化広場 

蟹江町 希望の丘広場 

豊橋市 児童遊園 

豊根村 茶臼山高原 新城市 作手支所 

常滑市 青海こども園 みよし市 子育て総合支援センター 
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